
参考資料
○概ね5年で実施する取組　　赤文字：変更箇所
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＜吉野川＞
　・勝命箇所の堤防整備
　・西林箇所の漏水対策
　・西原箇所の侵食対策
　・川島箇所の漏水対策
＜旧吉野川＞
　・中喜来地区の堤防整備
　・広島地区の堤防整備
　・新喜来地区の堤防整備

⑳

＜吉野川＞
 ・勝命箇所の
   堤防整備
 ・西林箇所の
   漏水対策
 ・西原箇所の
   侵食対策
 ・川島箇所の
   漏水対策

＜旧吉野川＞
 ・中喜来地区
   の堤防整備
 ・広島地区の
   堤防整備
 ・新喜来地区
   の堤防整備

引き続き
実施

＜吉野川＞
勝命箇所の堤防整備、西林箇
所の漏水対策については施工
中。

＜旧吉野川＞
広島地区の堤防整備、新喜来
地区の堤防整備については施
工中。

川島箇所 川表対策完了。
【平成29年3月完了】

＜県管理河川＞

⑳

計画的に事業を
実施。

引き続き
実施

計画的に事業を実施。

＜吉野川＞
　・上板箇所の天端の保護
　・勝命箇所の天端の保護
　・徳島第2箇所の天端の
    保護

＜吉野川＞
 ・上板箇所の
   天端の保護
 ・勝命箇所の
   天端の保護
 ・徳島第2箇
   所の天端の
   保護

＜旧吉野川＞
　・鳴門市大麻町の天端
    の保護、裏法尻の補強
　・松茂町の天端の保護
　・北島町の天端の保護

＜旧吉野川＞
 ・鳴門市大麻
   町の天端の
   保護、裏法
   尻の補強
 ・松茂町の天
   端の保護
 ・北島町の天
   端の保護

＜今切川＞
　・徳島市川内町の天端の
    保護、裏法尻の補強
　・北島町の天端の保護
　・松茂町の裏法尻の補強

＜今切川＞
 ・徳島市川内
   町の天端の
   保護・裏法
   尻の補強
 ・北島町の天
   端の保護
 ・松茂町の裏
   法尻の補強

・円滑かつ迅速な避難に資
  する水位計等の整備

④

県管理河川にお
いて危機管理型
水位計を整備。

平成30
年度～

危機管理型水位計18箇所設
置。
【令和元年6月】

吉野川下流にお
いて簡易水位計
を整備。

平成28
年度

水位計設置完了。
【平成29年3月完了】

危機管理型水位計6箇所設
置。
【平成31年3月実施】

・円滑かつ迅速な避難に資
  するCCTVの整備

④

県管理河川にお
いて河川監視カ
メラを整備。

令和2年
度～

河川監視カメラ8箇所設置。
【令和3年3月】

旧吉野川におい
てCCTVを整備。

平成29
年度

設計完了。
【平成29年9月末完了】
工事完了。
【平成30年1月】

運用開始。
【平成30年2月】

・避難行動に必要なCCTV
  カメラの映像提供

④

事務所ウェブサ
イトでは6箇所、
川の防災情報で
は3箇所の映像
を提供中。
今後、映像提供
箇所数を増加。

平成28
年度～

川の防災情報で映像提供箇所
追加。
【平成28年9月完了】

・洪水時における河川管理
  者からの情報提供等の内
  容及びタイミングやそれら
  を踏まえた避難勧告等発
  令の対象区域・判断基準
  等の設定
　（タイムラインの改良）

③④

現在作成して
いるタイムラ
インで運用予
定。出水規模
に応じて内容
のブラッシュ
アップを実
施。

平成28
年度～

タイムラインに合わせた運
用を施行。
【～平成29年3月】

避難勧告発
令の基礎とな
るマニュアル
を作成し、業
務内容を適宜
見直しする。

平成28
年度～

市の避難勧告等の判断・
伝達マニュアルを策定
【平成29年3月策定】

市の避難勧告等の判断・
伝達マニュアルを見直し
た。
【令和２年７月策定】

現在作成して
いるタイムラ
インで運用予
定。出水規模
に応じて内容
のブラッシュ
アップを実
施。

平成28
年度～

平成28年9月台風16号に
おいて作成したタイムライ
ンで運用開始。
【平成28年9月実施】

現在作成して
いるタイムラ
インで運用予
定。出水規模
に応じて内容
のブラッシュ
アップを実
施。

平成28
年度

現在作成しているタイムラ
インで運用。
【～平成29年3月】

避難勧告発
令の基礎とな
るマニュアル
を作成し、業
務内容を適宜
見直しする。

平成29
年度

現在作成しているタイムラ
インを一部修正し運用。

昨年度にタイ
ムライン等を
作成済で、今
後の活用実
績を踏まえて
逐次改定して
いく。

平成28
年度～

これまでに実用に至る
ケース無し。
【～平成29年3月】

現在作成して
いるタイムラ
インで運用予
定。出水規模
に応じて内容
のブラッシュ
アップを実
施。

平成28
年度～

現在作成しているタイムラ
インで運用。
【～平成29年3月】

タイムラインを修正。
【平成30年12月】

令和元年度にタイムライン
の見直しを行った。
今後も出水規模に応じて
内容のブラッシュアップを
実施する。

タイムライン
に基づく訓練
を実施する。

平成29
年度～

タイムラインの修正
【平成30年12月実施】

出水規模に
応じて内容の
ブラッシュアッ
プを実施。

平成29
年度

台風16号において作成し
たタイムラインで試行。
【平成28年9月実施】

氾濫危険水位を超過した
ため、板野町を対象にヒ
アリングを実施。出水規模
よりブラッシュアップは実
施しない。
【平成29年1月実施】

河川管理者
等から情報を
受けたときか
らの、避難勧
告発令までの
詳細なタイム
ラインの作成
を行う。

平成28
年度～

詳細なタイムライン素案の
作成。
【～平成28年12月完了】

県管理河川タイムライン
公表
【平成30年8月】

吉野川水系の県
管理河川でのタ
イムラインを作
成する市町を支
援。

平成28
年度～

吉野川水系の県管理河川での
タイムラインを作成する市町を
支援。
【～平成29年3月】
【～平成30年3月】
【～平成31年3月】
【～令和2年3月】
【～令和3年3月】
H30.8.30 宮川内谷川・公表
R1.12.25 飯尾川、新池川、川
田川、江川、ほたる川、鮎喰
川、園瀬川・公表

関係機関がダム
からの情報提供
に対して、どの
ようなニーズを
持っているか把
握する必要があ
る。

平成28
年度～

【河口堰】河口堰の上流・下流
水位情報の提供。（現在、徳島
県及び関係市町、土地改良
区、漁業者へ提供中）

【ダム】ダム操作について、関
係市町首長へ説明開始
その上で、ニーズ把握につい
て検討中。
【平成28年12月より実施】

・浸水雨量指数
の大雨警報（浸
水害）の発表基
準への導入、 及
び、メッシュ情報
の提供開始。
・精緻化した流
域雨量指数の洪
水警報の発表基
準への導入、 及
び、メッシュ情報
の提供開始。
・降水短時間予
想の15時間先ま
での予測の提
供。
・「洪水警報の
危険度分布」に
洪水浸水想定区
域の重ね合わせ
表示開始。
・本川の増水に
起因する内水氾
濫の表示改善

平成29
年度出
水期～

令和元
年度～

令和2年
度

第３回協議会において、浸水
雨量指数の大雨警報（浸水
害）の発表基準について市町
村へ説明。
【平成29年5月実施】

第３回協議会において、精緻
化した流域雨量指数の洪水警
報の発表基準について市町村
へ説明。
【平成29年5月実施】

平成29年7月7日より気象庁
ウェブサイトにおいて一般に提
供開始。

降水短時間予想の15時間先ま
での予測の提供開始。
【平成30年6月20日より提供開
始】

・洪水警報の危険度分布にお
いて本川流路にハッチ表示

作成したタイム
ラインについて
試行、検証し精
度向上の支援を
行う。

・ダム放流に関
する情報提供内
容の充実

平成28
年度～

平成30
年度～

平成28年9月台風16号におい
て作成したタイムラインで試
行。
【平成28年9月実施】

氾濫危険水位を超過した旧吉
野川上流の関係市町について
ヒアリングを実施。
【平成29年1月実施】

(ダム統管)
・池田ダム放流に関する情報
提供について県内報道各社と
の意見交換会を実施。
【平成31年2月実施】

・隣接市町における避難
  場所の共有

⑥

近隣市町との
広域避難に
関する調整、
避難経路の
検討。

平成29
年度

検討を継続する。 近隣市町との
広域避難に
関する調整、
避難経路の
検討。

平成28
年度～

洪水時における避難方法
について、隣接町の北島
町と協議を行い、今後、避
難者の受入協力について
再度確認した。
【平成29年6月実施】

近隣市町との
広域避難に
関する調整、
避難経路の
検討。

平成29
年度～

検討を継続する。 市内の避難
所にて対応が
可能。

引き続
き実施

市内の避難所にて対応す
る。
【～平成29年3月】

想定最大規
模降雨におけ
る洪水を対象
に、広域避難
計画も反映し
た洪水ハザー
ドマップを作
成する際に隣
接市町の情
報も記載す
る。

平成30
年度～

想定最大規模降雨におけ
る洪水を対象とした洪水
ハザードマップを作成。
【令和３年２月完了】

近隣市町との
広域避難に
関する調整、
避難経路の
検討。

平成29
年度

隣接市町と避難場所の情
報共有について確認し
た。
【平成30年4月実施】

隣接市町との
広域避難につ
いて、協定に
基づく避難が
可能であるこ
との確認を
行った。

平成29
年度

洪水時における避難方法
について、隣接市の鳴門
市と協議を行い、今後、避
難者の受入協力について
再度確認した。
【平成29年6月実施】

近隣市町との
広域避難に
関する調整及
び避難経路
の検討。

平成29
年度～

検討を継続する。 近隣市町との
広域避難に
関する調整、
避難経路の
検討。

平成29
年度

町境にある町外の社会医
療法人を福祉避難所及び
指定緊急避難場所として
指定。
【～平成28年12月完了】

近隣市町との
広域避難に
関する調整及
び避難経路
の検討。

令和2
年度～

仮設住宅候補地の選定、
調査の実施。
町内は平成２８年度選定
済み。近隣は県調査済み
【～平成29年3月】

・洪水リスクに関する住民
　意識調査の実施・公表

①

国と共同して
洪水リスクに
関する住民意
識調査を実施
する。

平成29
年度～

アンケート内容の検討。
【平成29年6月実施】

アンケート調査票配布。
【平成29年7月実施】

調査結果のとりまとめ完
了。
【平成29年11月】

対応策案の策定完了。
【平成30年1月完了】

調査結果の公表（記者発
表）、各市町の対応策案
を共有。
【平成30年2月】

国と共同して
洪水リスクに
関する住民意
識調査を実施
する。

平成29
年度～

アンケート内容の検討。
【平成29年6月実施】

アンケート調査票配布。
【平成29年7月実施】

調査結果のとりまとめ完
了。
【平成29年11月】

対応策案の策定完了。
【平成30年1月完了】

調査結果の公表（記者発
表）、各市町の対応策案
を共有。
【平成30年2月】

国と共同して
洪水リスクに
関する住民意
識調査を実施
する。

平成29
年度～

アンケート内容の検討。
【平成29年6月実施】

アンケート調査票配布。
【平成29年7月実施】

調査結果のとりまとめ完
了。
【平成29年11月】

対応策案の策定完了。
【平成30年1月完了】

調査結果の公表（記者発
表）、各市町の対応策案
を共有。
【平成30年2月】

国と共同して
洪水リスクに
関する住民意
識調査を実施
する。

平成29
年度～

アンケート内容の検討。
【平成29年6月実施】

アンケート調査票配布。
【平成29年7月実施】

調査結果のとりまとめ完
了。
【平成29年11月】

対応策案の策定完了。
【平成30年1月完了】

調査結果の公表（記者発
表）、各市町の対応策案
を共有。
【平成30年2月】

国と共同して
洪水リスクに
関する住民意
識調査を実施
する。

平成29
年度～

アンケート内容の検討。
【平成29年6月実施】

アンケート調査票配布。
【平成29年7月実施】

調査結果のとりまとめ完
了。
【平成29年11月】

対応策案の策定完了。
【平成30年1月完了】

調査結果の公表（記者発
表）、各市町の対応策案
を共有。
【平成30年2月】

国と共同して
洪水リスクに
関する住民意
識調査を実施
する。

平成29
年度～

アンケート内容の検討。
【平成29年6月実施】

アンケート調査票配布。
【平成29年7月実施】

調査結果のとりまとめ完
了。
【平成29年11月】

対応策案の策定完了。
【平成30年1月完了】

調査結果の公表（記者発
表）、各市町の対応策案
を共有。
【平成30年2月】

国と共同して
洪水リスクに
関する住民意
識調査を実施
する。

平成29
年度～

アンケート内容の検討。
【平成29年6月実施】

アンケート調査票配布。
【平成29年7月実施】

調査結果のとりまとめ完
了。
【平成29年11月】

対応策案の策定完了。
【平成30年1月完了】

調査結果の公表（記者発
表）、各市町の対応策案
を共有。
【平成30年2月】

国と共同して
洪水リスクに
関する住民意
識調査を実施
する。

平成29
年度～

アンケート内容の検討。
【平成29年6月実施】

アンケート調査票配布。
【平成29年7月実施】

調査結果のとりまとめ完
了。
【平成29年11月】

対応策案の策定完了。
【平成30年1月完了】

調査結果の公表（記者発
表）、各市町の対応策案
を共有。
【平成30年2月】

国と共同して
洪水リスクに
関する住民意
識調査を実施
する。

平成29
年度～

アンケート内容の検討。
【平成29年6月実施】

アンケート調査票配布。
【平成29年7月実施】

調査結果のとりまとめ完
了。
【平成29年11月】

対応策案の策定完了。
【平成30年1月完了】

調査結果の公表（記者発
表）、各市町の対応策案
を共有。
【平成30年2月】

国と共同して
洪水リスクに
関する住民意
識調査を実施
する。

平成29
年度～

アンケート内容の検討。
【平成29年6月実施】

アンケート調査票配布。
【平成29年7月実施】

調査結果のとりまとめ完
了。
【平成29年11月】

対応策案の策定完了。
【平成30年1月完了】

調査結果の公表（記者発
表）、各市町の対応策案
を共有。
【平成30年2月】

洪水リスクに関
する住民意識調
査を実施し、調
査結果の公表と
共に今後の実施
施策の参考とす
る。

平成29
年度～

アンケート調査票・補足資料等
を作成。
【平成29年6月完了】

アンケート調査票配布。
【平成29年7月実施】

調査結果のとりまとめ完了。
【平成29年11月】

対応策案の策定完了。
【平成30年1月完了】

調査結果の公表（記者発表）、
各市町の対応策案を共有。
【平成30年2月】

北島町

国交省が運用する「緊急
速報メールを活用した洪
水情報の配信について、
広報誌４月号に掲載。
【平成29年4月実施】
【平成30年4月実施】

危機管理対応演習勉強
会を聴講。（板野東部消
防組合も聴講）
【平成30年1月】

吉野川下流右岸の演習を
聴講。（板野東部消防組
合も聴講）
【平成30年2月】

吉野川下流右岸の事後
検討会を聴講。（板野東
部消防組合も聴講）
【平成30年5月】

危機管理対応演習（左
岸）勉強会を開催。【令和
2年12月】

吉野川下流左岸の演習
実施
【令和3年1月】

松茂町

徳島河川国道事務所の
水防災意識社会再構築ビ
ジョンのウェブサイトにリン
ク完了。
【平成29年1月実施】

平成29年4月発行の広報
誌で緊急速報ﾒｰﾙ・ｴﾘｱ
ﾒｰﾙ等の記事を掲載。
【平成29年4月実施】

防災行政無線のデジタル
化を実施。
【令和3年3月実施】

危機管理対応演習勉強
会を聴講。（板野東部消
防組合）
【平成30年1月】

吉野川下流右岸の演習を
聴講。（板野東部消防組
合）
【平成30年2月】

吉野川下流右岸の事後
検討会を聴講。（板野東
部消防組合）
【平成30年5月】

危機管理対応演習（左
岸）勉強会を開催。【令和
2年12月】

吉野川下流左岸の演習
実施
【令和3年1月】

平成28
年度～

広報誌を活用
し、国・県・町
等が発信して
いる情報等を
住民自らが情
報を入手する
よう啓発す
る。

平成28
年度～

平成28
年度～

避難を促すよ
うな情報文に
改良する。

②⑧⑫

・住民等へ適切かつ確実に
  情報伝達する体制や方法
  の改善

危機管理対応演習（右岸）勉
強会を開催。
【平成30年1月】

吉野川下流右岸の演習実施。
【平成30年2月】

危機管理対応演習（右岸）事
後検討会を実施。
【平成30年5月】

危機管理対応演習（左岸）勉
強会を開催。【令和2年12月】

吉野川下流左岸の演習実施
【令和3年1月】

徳島県

水位周知河川等では、徳島県
県土防災情報システムで水位
を公開。
【～平成29年3月】
【～平成30年3月】
【～平成31年3月】

新システムに再構築し、新設し
たウェブサイト｢徳島県水防情
報｣で公開。
【令和元年6月】

演習実施に向けた関係機関打
合せを実施。
【平成29年12月】

危機管理対応演習（右岸）勉
強会を開催。
【平成30年1月】

吉野川下流右岸の演習実施。
【平成30年2月】

危機管理対応演習（右岸）事
後検討会を実施。
【平成30年5月】

危機管理対応演習（左岸）勉
強会を開催。【令和2年12月】

吉野川下流左岸の演習実施
【令和3年1月】

上板町

平成28
年度～

避難を促すよ
うな情報文に
改良する。

平成28
年度～

市内のケーブ
ルテレビを活
用し、避難勧
告等の防災
情報に加え、
水位関連の
各種のデータ
を追加し、情
報発信できる
よう検討。

平成28
年度～

広報誌を活用
し、国・県・市
等が発信して
いる情報等を
市民自らが入
手できるよう
啓発する。

広報誌等を活
用し、国・県・
町等が発信し
ている情報等
を住民自らが
情報を入手す
るよう啓発す
る。

平成29
年度

令和3
年度～

広報誌を活用
し、国・県・市
等が発信して
いる情報等を
住民自らが情
報を入手する
よう啓発す
る。

石井ＣＡＴＶと
連携して、大
雨時の河川
の状況を撮影
したライブカメ
ラ映像や、災
害時の避難
所開設状況
等を発信でき
る町専用チャ
ンネルを構築
する。

平成28
年度

最新情報を常
に取得できる
ようにウェブ
サイトなどを
改良する。

平成29
年度

広報誌を活用
し、国・県・町
等が発信して
いる情報等を
住民自らが情
報を入手する
よう啓発す
る。

平成28
年度～

広報誌を活用
し、国・県・町
等が発信して
いる情報等を
住民自らが情
報を入手する
よう啓発して
いる。

3か月に1度全戸配布して
いる防災誌（防災あいず
み）に浸水想定区域の見
直しや、国交省のウェブ
サイトについて記事掲載。
【平成28年7月実施】

国交省が運用する「緊急
速報メールを活用した洪
水情報の配信について、
広報誌４月号に掲載。
【平成29年4月実施】

住民向けの登録制メール
配信サービス「藍メール」
の運用開始。
【平成30年4月実施】

ヤフー株式会社と災害協
定を締結し、防災情報ア
プリの運用を開始
【令和2年7月実施】

同報系防災行政無線のデ
ジタル化を実施
【令和３年３月完了】

平成28
年度

平成28
年度～

平成31
年度～

洪水予報文をわかりやすい文
案に改良。
【平成28年5月完了】

プッシュ型配信について広報
誌原稿（案）を作成し、広報誌
での周知を各市町に依頼。
【平成29年2月実施】
【平成30年4月実施（配信訓練
も含む】

平成29年5月1日よりプッシュ
型の洪水予報等の情報配信
開始。
【平成29年5月実施】

(ダム統管)
・事務所ツイッターアカウントを
登録し、運用開始
【平成31年4月】

平成28
年度～

河川利用者に対
する警報方法の
改善。

引き続き
実施

令和元
年度～

水位周知河川等
では、徳島県県
土防災情報シス
テムで水位を公
開。

水防情報伝達シ
ステムの改修

平成29
年度～

演習シナリオ（想定気象情報
等）について、徳島気象台と打
合せを実施。【平成29年11月】

演習実施に向けた関係機関打
合せを実施。【平成29年12月】

危機管理対応演習（右岸）勉
強会を開催。【平成30年1月】

吉野川下流右岸の演習実施。
【平成30年2月】

危機管理対応演習（右岸）事
後検討会を実施。【平成30年5
月】

危機管理対応演習（左岸）勉
強会を開催。【令和2年12月】

吉野川下流左岸の演習実施
【令和3年1月】

水資源機構

【河口堰】河川利用者への警
報は、河口堰ゲート放流開始
時に河口堰地点でアナウン
ス・回転灯で実施。

堰管理情報のＵＲＬ変更を松
茂町水防協議会にて周知
【平成29年6月実施】

県及び関係市町に対して、管
理運営に関する事項、情報伝
達体制を再確認。【平成30年
12月実施】

【ダム】ダム放流時における岩
津下流の河川巡視状況につい
て確認。
【平成28年6月実施】

緊急のダム操作(計画規模
(11，100m3/s)を超える流下時
の操作)の緊急効果音の追加。
【令和元年度】

HPにリアルタイム情報を掲示
や、SNS等を活用し情報を発
信している。【令和元年度】

・洪水予報文を
わかりやすい文
案に改良。

・ウェブサイトで
「危険度で色分
けした時系列」
及び「警報級の
可能性」の運用
開始。

・「危険度分布」
の通知サービス
開始。

・防災情報専用
のツイッター開
設。

平成28
年度

平成29
年度出
水期～

令和元
年度～

洪水予報文をわかりやすい文
案に改良。
【平成28年5月完了】

第３回協議会において、ウェブ
サイトで公開される「危険度で
色分けした時系列」及び「警報
級の可能性」の市町村への説
明。
【平成29年5月実施】

平成２９年５月１７日より気象
庁ウェブサイトにおいて一般に
提供開始。

「危険度分布」の通知サービス
開始。【令和元年７月】

・防災情報専用のツイッター開
設。【令和元年１０月】

・洪水予報文を
わかりやすい文
案に改良。

・プッシュ型の洪
水予報等の情報
配信。

・ダム放流等の
情報提供の充実

平成29年度は
吉野川右岸、平
成30年度は吉
野川左岸におい
て、実践的な広
域演習を実施し
広域避難のあり
方について検討
を実施。

平成29
年度～

平成29年度は
吉野川右岸、平
成30年度は吉
野川左岸におい
て、実践的な広
域演習を実施し
広域避難のあり
方について検討
を実施。

平成29
年度～

演習シナリオ（想定気象情報
等）について、徳島河川国道事
務所と打合せを実施。
【平成29年11月】

危機管理対応演習（右岸）勉
強会を開催。
【平成30年1月】

吉野川下流右岸の演習実施。
【平成30年2月】

指定河川官署間演習
【平成30年4月19日実施】

危機管理対応演習（右岸）事
後検討会を実施。
【平成30年5月】

危機管理対応演習（左岸）勉
強会を開催。【令和2年12月】

吉野川下流左岸の演習実施
【令和3年1月】

平成29年度は
吉野川右岸、平
成30年度は吉
野川左岸におい
て関係機関参加
の下、実践的な
広域演習を実施
し広域避難のあ
り方について検
討を実施。

実践的な広域
演習を実施し
広域避難の
あり方につい
て検討を実
施。

平成30
年度

実践的な広域
演習を実施し
広域避難の
あり方につい
て検討を実
施。

平成30
年度

平成29年度は
吉野川右岸、平
成30年度は吉
野川左岸におい
て、実践的な広
域演習を実施し
広域避難のあり
方について検討
を実施。

平成29
年度～

危機管理対応演習勉強
会を聴講。（板野西部消
防組合）
【平成30年1月】

吉野川下流右岸の演習を
聴講。（板野西部消防組
合）
【平成30年2月】

吉野川下流右岸の事後
検討会を聴講。（板野西
部消防組合）
【平成30年5月】

危機管理対応演習（左
岸）勉強会を開催。【令和
2年12月】

吉野川下流左岸の演習
実施
【令和3年1月】

危機管理対応演習勉強
会を聴講。（板野西部消
防組合）
【平成30年1月】

吉野川下流右岸の演習を
聴講。（板野西部消防組
合）
【平成30年2月】

吉野川下流右岸の事後
検討会を聴講。（板野西
部消防組合）
【平成30年5月】

危機管理対応演習（左
岸）勉強会を開催。【令和
2年12月】

吉野川下流左岸の演習
実施
【令和3年1月】

実践的な広域
演習を実施し
広域避難の
あり方につい
て検討を実
施。

平成30
年度

実践的な広域
演習を実施し
広域避難の
あり方につい
て検討を実
施。

平成30
年度

実践的な広域
演習を実施し
広域避難の
あり方につい
て検討を実
施。

平成30
年度

危機管理対応演習勉強
会を聴講。（板野東部消
防組合も聴講）
【平成30年1月】

吉野川下流右岸の演習を
聴講。（板野東部消防組
合）
【平成30年2月】

吉野川下流右岸の事後
検討会を聴講。（板野東
部消防組合）
【平成30年5月】

危機管理対応演習（左
岸）勉強会を開催。【令和
2年12月】

吉野川下流左岸の演習
実施
【令和3年1月】

実践的な広域
演習を実施し
広域避難の
あり方につい
て検討を実
施。

平成29
年度

実践的な広域
演習を実施し
広域避難の
あり方につい
て検討を実
施。

平成30
年度

実践的な広域
演習を実施し
広域避難の
あり方につい
て検討を実
施。

平成29
年度

危機管理対応演習勉強
会を聴講。（徳島中央広
域連合）
【平成30年1月】

危機管理対応演習（左
岸）勉強会を開催。【令和
2年12月】

吉野川下流左岸の演習
実施
【令和3年1月】

・広域的な危機管理演習の
  実施

⑤⑥⑱

平成29年度
は吉野川右
岸、平成30年
度は吉野川
左岸におい
て、実践的な
広域演習を実
施し広域避難
のあり方につ
いて検討を実
施。

平成29
年度～

実践的な広域
演習を実施し
広域避難の
あり方につい
て検討を実
施。

平成30
年度

項目 事項

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

内容
吉野川市

吉野川、旧吉野川、今切川の
該当箇所については施工中。

上板箇所・勝命箇所 天端保護
の対策完了。
【平成29年3月完了】

課題の
対応

避難情報、開設避難場所
をウェブサイトで公表。
【～平成28年12月】

国交省が運用する「緊急
速報メールを活用した洪
水情報の配信について、
広報誌４月号に掲載。
【平成29年4月実施】

ヤフー防災アプリでの配
信開始
【令和2年10月】

板野町藍住町鳴門市

広報誌に吉野川・旧吉野
川・今切川の洪水浸水想
定区域（想定最大規模）
が公表されたことを掲載。
また、市ウェブサイトに「国
土交通省 川の防災情報」
をリンク先として掲示し
た。
【平成28年7月実施】

徳島河川国道事務所の
水防災意識社会再構築ビ
ジョンのウェブサイトにリン
ク完了。
【平成29年2月実施】

国交省が運用する「緊急
速報メールを活用した洪
水情報の配信について、
広報誌５月号に掲載。
【平成29年5月実施】
【平成30年6月実施】

国交省が運用する「緊急
速報メールを活用した洪
水情報の配信について、
広報誌５月号に掲載。
【平成29年5月実施】
【平成30年6月実施】

住民向けの登録制メール
配信サービスの運用開
始。
【令和３年２月実施】

同報系防災行政無線のデ
ジタル化【令和３年３月完
了】

気象庁 四国地方整備局

1）ハード対策の主な取組

■洪水氾濫を未然に防ぐ対策

■危機管理型ハード対策

平成28
年度～

避難勧告等の防災情報に
加え、水位関連の各種
データを追加した情報の
発信を、市内のケーブル
テレビ２社で試行実施。
【平成28年8月実施】

国交省が運用する「緊急
速報メールを活用した洪
水情報の配信について、
広報誌５月号に掲載。
【平成29年5月実施】

防災・情報メール配信
サービスやケーブルテレ
ビを活用した防災情報発
信について、広報誌６月
号に掲載。
【平成29年6月実施】

国交省が運用する「川の
防災情報」について、広報
誌6月号に掲載。
【平成30年6月実施】

演習実施に向けた関係機
関打合せを実施。
【平成29年12月】

危機管理対応演習勉強
会を開催。（徳島中央広
域連合消防本部も参加）
【平成30年1月】

吉野川下流右岸の演習
実施。（徳島中央広域連
合消防本部も参加）
【平成30年2月】

危機管理対応演習事後
検討会を実施。
【平成30年5月】

2）ソフト対策の主な取組　①危機意識の高揚に向けた啓発活動、情報発信の強化を実施（｢知る｣ための取組）

■情報伝達、避難計画等に関する事項

避難情報文をわかりやす
い文案に改良。
【平成28年9月完了】

国交省が運用する「緊急
速報メールを活用した洪
水情報の配信について、
広報誌５月号に掲載。
【平成29年5月実施】

㉑

危機管理対応演習勉強
会を聴講。
【平成30年1月】

危機管理対応演習（左
岸）勉強会を開催。【令和
2年12月】

吉野川下流左岸の演習
実施
【令和3年1月】

国土地理院徳島市

避難を促すような情報文
に改良。
【～平成28年12月】

国交省が運用する「緊急
速報メールを活用した洪
水情報の配信について、
広報誌４月号に掲載。
【平成29年4月実施】

演習実施に向けた関係機
関打合せを実施。
【平成29年12月】

危機管理対応演習勉強
会を開催。
【平成30年1月】

吉野川下流右岸の演習
実施。
【平成30年2月】

危機管理対応演習（右
岸）事後検討会を実施。
【平成30年5月】

危機管理対応演習（左
岸）勉強会を開催。【令和
2年12月】

吉野川下流左岸の演習
実施
【令和3年1月】

石井町

デジタル防災行政無線に
より、災害情報及び避難
情報伝達の運用開始
【平成29年4月実施】

町内5カ所にライブカメラを
設置。
【令和3年3月実施】

演習実施に向けた関係機
関打合せを実施。
【平成29年12月】

危機管理対応演習勉強
会を開催。（名西消防組
合も参加）
【平成30年1月】

吉野川下流右岸の演習
実施。（名西消防組合も
参加）
【平成30年2月】

危機管理対応演習事後
検討会を実施。
【平成30年5月】

阿波市

1



参考資料
○概ね5年で実施する取組　　赤文字：変更箇所

実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況

北島町松茂町 徳島県上板町 水資源機構
項目 事項 内容

吉野川市課題の
対応

板野町藍住町鳴門市 気象庁 四国地方整備局国土地理院徳島市 石井町阿波市

・想定最大規模降雨に伴う
  洪水に係る浸水想定区域
  の指定と周知

①

今後、吉野川水
系での県管理の
水位周知河川に
おいて、順次、
作成し、公表す
る。

平成28
年度～

今後、吉野川水系での県管理
の水位周知河川において、順
次、作成。
【～平成29年3月】
【～平成30年3月】
【～平成31年3月】
【～令和2年3月】
【～令和3年3月】
H30.5.29 宮川内谷川、園瀬
川・公表
H31.1.24 川田川・公表
R1.8.27 飯尾川、鮎喰川、江
川、ほたる川、新池川・公表

・想定最大規模
降雨における浸
水想定図を作成
する。
※完成後、公表
予定。

令和元
年度～

・浸水想定図を作成し、公表
済。【令和2年5月公表】

・吉野川、旧吉
野川、今切川に
おいては想定最
大規模降雨に伴
う洪水における
浸水想定区域を
指定、周知済。

・浸水想定パン
フレットを作成
し、住民への周
知を実施。

平成28
年度

平成28
年度～

想定最大規模降雨に伴う洪水
における浸水想定区域を指
定、周知済。
【平成28年6月完了】

浸水想定パンフレットの原稿作
成完了。
【平成29年1月実施】

浸水想定パンフレットを事務所
ウェブサイトで公表。
【平成29年2月完了】

・ハザードマップの改良と
  周知

⑥⑪

想定最大規
模降雨におけ
る洪水を対象
に、広域避難
計画も反映し
た洪水ハザー
ドマップを作
成。

平成32
年度

想定最大規模降雨におけ
る洪水を対象としたハ
ザードマップ作成を検討
中。
【平成29年1月】

想定最大規模降雨におけ
る洪水を対象としたハ
ザードマップのデータ作成
【令和3年3月】

想定最大規
模降雨を対象
とした洪水ハ
ザードマップ
を作成する。

平成29
年度～

想定最大降雨における洪
水を対象としたハザード
マップ作成完了。
【平成30年1月完成】

カラーユニバーサルデザ
イン認証取得し、印刷、戸
別配布。
【平成30年3月完了】

ケアマネジャーに対しハ
ザードマップを周知。
【令和元年9月】

介護支援専門員研修の
中でハザードマップ等を使
用した周知・啓発を行う。
【令和２年１１月実施】

国の浸水想
定区域（計画
規模、想定最
大規模）の指
定を受け、現
在、公表中の
ハザードマッ
プの見直し、
作成を検討。

平成31
年度～

想定最大規模、計画規模
及び県管理河川等も含め
たハザードマップ作成を検
討中。
また、上記を踏まえ、今
後、指定緊急避難場所・
指定避難所の再検討中。

防災ハザードマップの改
定。
【令和2年3月】

防災ハザードマップ研修
会の実施【令和2年9､11
月 3年1月3月】

防災ハザードマップ周知
（ケーブルテレビ）

想定最大規
模降雨におけ
る洪水も対象
にした防災ハ
ザードマップ
を作成。

平成28
年度

防災ハザードマップ作成
完了。
【平成29年2月完了】
防災ハザードマップの改
定。 【令和元年9
月完了】
【令和3年3月完了予定】
平成29年5月に全戸配
布、ウェブサイト更新。
【平成29年5月完了】
令和元年12月に全戸配
布、ウェブサイト更新。
【令和元年12月完了】

想定最大規
模降雨におけ
る洪水を対象
とした洪水ハ
ザードマップ
を作成。

平成30
年度

想定最大規模降雨におけ
る洪水を対象とした洪水
ハザードマップを作成。
【令和３年２月完了】

今回の浸水
想定見直しを
反映したハ
ザードマップ
作成と、住民
への周知を図
る。

平成29
年度～

・平成30年3月に完成完
了。

・平成30年5月の新聞折り
込みで全戸配布、町ウェ
ブサイトで公開。
【平成30年5月完了】

想定最大規
模降雨及び
計画規模にお
ける洪水を対
象に、洪水ハ
ザードマップ
を作成。

平成29
年度

ハザードマップの更新に
ついて、委託業者と業務
契約済で現在作業中。
【平成29年8月】

ハザードマップが完成し、
全戸配布完了。
【平成30年3月】

想定最大規
模降雨におけ
る洪水を対象
に、広域避難
計画も反映し
た洪水ハザー
ドマップを作
成。

平成29
年度～

ハザードマップの更新に
ついて、以下のとおり修正
を決定し、平成30年4月に
完成。
・想定最大規模降雨によ
る浸水想定区域の見直
し。
・町内に存する配慮者施
設を全て記載。

・平成30年5月中に全戸
配布、町ウェブサイトへの
掲載完了。
【平成30年5月完了】

・次期ハザードマップの改
定作業を開始
【令和３年３月】

想定最大規
模降雨におけ
る洪水を対象
に、洪水ハ
ザードマップ
を作成。

平成29
年度

平成29年8月に委託業者
と契約締結。

県管理河川の想定最大
規模降雨における浸水想
定が公表(平成30年5月)さ
れたことを受け、国管理
河川とあわせ、洪水HMを
更新し、平成30年8月に町
内全戸配布及びHPで周
知。住民向け説明会を開
催。
【平成30年8月完了】

想定最大規
模降雨におけ
る洪水を反映
したハザード
マップを作成
する。

平成29
年度～

平成30年11月に「上板町
防災マップ」として発行。
全戸配布済み。

ハザードマップ
ポータルサイト
を公開

引き続き
実施

公開済み

・まるごとまちごとハザード
  マップの整備と周知

⑨

浸水想定区
域を基に検討
を行い、公共
施設や電柱を
中心に、表示
看板の設置を
検討。

平成32
年度～

検討を継続する。 内閣府の「災
害種別図記
号による避難
場所表示の
標準化の取
組」に沿って、
避難所、緊急
避難場所へ
の表示板設
置に向けて取
り組む。

平成28
年度～

避難場所の表示板の現
況を把握するため、現場
調査を開始した。
【平成28年12月より実施】

広告付防災標識看板に関
する協定を株式会社アク
セル徳島及び株式会社井
内と締結した。
【令和元年１０月】

市内学校等に標示板を設
置。【令和２年度内】

浸水想定区
域を基に、公
共施設や電
柱を中心に、
表示看板の
設置を検討。

平成31
年度～

電柱広告の一部を使い、
避難所・緊急避難場所へ
の表示を行う協定を締結
した。（令和3年2月）

水害実績や
浸水想定区
域を基に検討
を行い、公共
施設や電柱を
中心に、表示
看板の設置
検討。

平成30
年度～

内閣府の「災害種別図記
号による避難場所表示の
標準化の取組」に沿って、
避難所看板を設置。

浸水想定区
域を基に検討
を行い、公共
施設や電柱を
中心に、表示
看板の設置。

平成30
年度～

想定される浸水の水面高
を町内23ヵ所（小中学校
７ヵ所、公民館6ヵ所、役
場庁舎、消防団詰所9ヵ
所）にマーキング実施。
【平成30年度実施】

想定津波浸
水高標示板・
海抜標示板と
見間違える恐
れがあること
から、整備・
周知方法は
今後検討して
いく。

平成28
年度～

想定津波浸水高標示板・
海抜標示板と見間違える
恐れがあることから、整
備・周知方法を検討。
【～平成29年3月】

浸水想定区
域を基に検討
を行い、公共
施設や電柱を
中心に、表示
看板の設置。

平成29
年度

洪水浸水想定表示板につ
いて、委託業者と業務契
約済で現在協議中。
【平成29年10月】

町内50箇所の電柱に表示
看板を設置完了。
【平成30年3月】

現在海抜表
示板や、避難
所案内版等
の設置はして
いるが、今回
新たに作成さ
れた浸水想
定図を元に設
置を検討。

平成29
年度～

検討を継続する。 検討を行う。 平成29
年度

検討を継続する。 現在あるもの
を、さらに充
実させる。

平成29
年度～

検討を継続する。

・市町長も参加した出水時
  対応を確認するセミナー
  及び洪水リスクが高い区
  間についての共同点検

②⑤

浸水被害が
発生する箇所
については共
同点検を実施
済。

平成28
年度～

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成28年6月実施】

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより
資料配布】

国が実施する
トップセミナー
及び重要水
防箇所の共
同点検に参
加する。

平成28
年度～

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成28年6月実施】

高松市で開催された四国
防災ﾄｯﾌﾟｾﾐﾅｰに市長が
参加。
【平成29年1月実施】

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより
資料配布】

国が実施する
トップセミナー
及び共同点
検への参加。

平成28
年度～

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成28年6月実施】

高松市で開催された四国
防災ﾄｯﾌﾟｾﾐﾅｰに市長が
参加。
【平成29年1月実施】

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより
資料配布】

国が実施する
トップセミナー
及び共同点
検の参加。

平成28
年度～

洪水リスクが高い区間の
共同点検を実施。
【平成28年6月実施】

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより
資料配布】

河川国道事
務所が実施
する重要水防
箇所等の共
同点検に参
加していく。

平成29
年度～

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成28年6月実施】

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより
資料配布】

国が実施する
トップセミナー
の参加。
浸水被害が
発生する箇所
については共
同点検を毎年
実施してい
る。

平成28
年度～

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成28年6月実施】

高松市で開催される四国
防災ﾄｯﾌﾟｾﾐﾅｰに町長が
参加。
【平成29年1月実施】

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより
資料配布】

国が実施する
トップセミナー
に参加。浸水
被害が発生
する重要水防
箇所について
は河川国道
事務所との共
同点検を実施
済。

平成28
年度～

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成28年6月実施】

高松市で開催された四国
防災ﾄｯﾌﾟｾﾐﾅｰに町長が
参加。
【平成29年1月実施】

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより
資料配布】

国が実施する
トップセミナー
に参加。
河川国道事
務所が実施
する重要水防
箇所等の共
同点検に参
加。

平成28
年度～

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成28年6月実施】
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより
資料配布】

高松市で開催された四国
防災ﾄｯﾌﾟｾﾐﾅｰに町長が
参加。
【平成29年1月実施】
【平成30年2月実施】
【平成31年1月実施】

国等が実施
するトップセミ
ナー及び共同
点検の参加。
河川国道事
務所が実施
する重要水防
箇所等の共
同点検に参
加。

平成29
年度

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成28年6月実施】

高松市で開催された四国
防災ﾄｯﾌﾟｾﾐﾅｰに町長が
参加。
【平成29年1月実施】
【平成31年1月実施】

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより
資料配布】

河川国道事
務所の共同
点検に参加す
る。

平成29
年度～

重要水防箇所の共同点
検を実施。
【平成28年6月実施】

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより
資料配布】

国のトップセミ
ナーにおいて情
報共有。
毎年、関係者で
重要水防点検を
実施。

引き続き
実施

国のトップセミナーにおいて情
報共有。毎年、関係者で重要
水防点検を実施。
【平成28年6月実施】

重要水防箇所の共同点検実
施。
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより資料
配布】

毎年、首長以下
関係者で、避難
を促す緊急行動
のトップセミナー
の開催及び重要
水防箇所の共同
点検の実施。

平成29
年度～

重要水防箇所の共同点検の
実施。
【平成28年6月】
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより資料
配布】

四国防災トップセミナーの開
催。
【平成29年1月】

・情報ソフトインフラも活用
  した避難訓練等の実施

⑩

既存の避難
訓練等に情
報関係インフ
ラを活用する
方策を検討。

平成29
年度

総合防災訓練時に防災行
政無線を活用した訓練を
実施【平成28年度実施】

消防団車両
搭載のデジタ
ル簡易無線を
用いて、水防
訓練（情報伝
達・避難訓
練）を実施す
る。

平成29
年度～

徳島県の検証事業とし
て、防災チャットボットを活
用した情報伝達・避難訓
練を実施した。
【令和２年９月実施】

既存の避難
訓練等に情
報関係インフ
ラを活用する
方策を検討。

平成29
年度～

３年に一度開催している
総合防災訓練で、情報関
係インフラを活用した訓練
の実施を検討。

総合防災訓練で防災行政
無線活用した通信訓練を
実施。［令和2年1月､令和
3年1月］

既存の避難
訓練等に情
報関係インフ
ラを活用する
方策を検討。

平成30
年度～

検討を継続する。 既存の避難
訓練等に情
報関係インフ
ラを活用する
方策を検討。

平成29
年度

石井町防災訓練時に防災
行政無線を活用した訓練
を実施
【平成29年度実施】

実施を検討す
る。

平成28
年度～

町の総合防災訓練で、情
報インフラを活用した訓練
を実施した。
【平成28年11月実施】

既存の避難
訓練等に情
報関係インフ
ラを活用する
方策を検討。

平成30
年度～

避難訓練において、防災
無線及び住民向け登録制
メール配信サービスを使
用した避難勧告発令情報
の提供を実施。
【平成30年11月実施】

既存の避難
訓練（地震を
想定）に、洪
水想定も加
え、情報ソフト
インフラの活
用も検討。

平成31
年度～

藍住防災・避難訓練にお
いて、防災無線により避
難開始を放送。また、自
衛隊による移動式気象観
測装置の展示
【平成29年10月実施】

上記に加え、町民一斉避
難訓練において防災無線
及び藍メールにより避難
開始を通知
【平成30年6月実施】

町民一斉避難訓練（垂直
避難）において防災無線
及び藍メールにより避難

浸水ナビ等、
パソコンやス
マートフォン
から得られる
情報を活用し
た避難訓練を
検討。

平成29
年度

防災行政無線を用いた避
難訓練の実施。
【平成29年9月実施】
【平成30年11月実施】
【令和元年９月実施】

町の防災訓
練に情報イン
フラを用いた
避難訓練を実
施する。

平成28
年度～

防災行政無線を用いた避
難訓練の実施。
【平成28年9月実施】
【平成29年2月実施】
【平成29年9月実施】
【平成30年11月実施】

徳島県豪雨災害
時避難行動促進
指針を作成する
とともに、浸水想
定区域図等を提
供し、市町の訓
練を支援。

平成28
年度～

徳島県豪雨災害時避難行動
促進指針を作成するとともに、
洪水浸水想定区域図等を提供
し、市町の訓練を支援。
【～平成29年3月】
【～平成30年3月】
【～平成31年3月】

浸水ナビ、ハ
ザードマップ
ポータルサイト
の啓発活動の実
施。広報誌への
掲載依頼。

平成28
年度～

市町の広報誌を活用し、浸水
ナビやハザードマップポータル
サイトの周知を行うための原稿
を作成。
【平成28年9月完了】

浸水ナビ登録状況を確認中。
【平成30年6月】

小中学校からの出前講座依頼
なし。
ウェブサイトにおいて広報ビデ
オ映像を掲載。
【～平成29年3月】

鳴門教育大学附属中学校職
場体験学習実施。
【平成30年6月28日～30日実
施】

不動中学校にてワークショップ
を実施。
【平成30年10月12日実施

出前講座を実施。（依頼により
実施）<地元の寄り合い、各種
団体の研修会>
【～平成29年3月】
【～平成30年3月】
【～平成31年3月】
【～令和2年3月】
【～令和3年3月】

徳島市立富田小学校・新町小
学校の児童を対象に、排水ポ
ンプ車の見学、ロープワーク、
簡易水防工法の実技、川や治
水・水防等に関する講座等の
学習会を実施。
【平成29年6月実施】
「徳島県水防の日」学習会の
実施
R1.5.28 石井町藍畑小学校
R1.6.5 板野町板野東小学校
R1.6.13 徳島市北井上小学校
R2.8.25 阿波市立柿原小学校
R2.9.15 上板町立高志小学校
R2.9.29 板野町立板野東小学
校
R2.12.8 鳴門市立桑島小学校

池田ダムオンライン見学の試
行
R2.11.16 鳴門市桑島小学校

・市町の要請に
より、洪水被害
の歴史や身を守
るための手段、
国の対策等につ
いて授業の一環
として実施。

・防災教育の支
援を実施するモ
デル小学校を教
育関係者と連携
して決定し、指
導計画の作成支
援を行う。

平成28
年度～

平成29
年度～

阿波市の中学生および地元住
民を対象にロープワーク講習
会を実施。【平成28年9月実
施】

防災教育の支援を実施するモ
デル小学校を教育関係者（石
井町）と連携して決定し、教育
関係者と授業内容の協議を開
始。
【平成29年9月実施】

板書計画（案）を作成し、藍畑
小学校教師と授業の進め方等
について打合せを実施。
【平成29年12月実施】
【平成30年5月実施】

作成した指導計画等を徳島県
教育委員会へ情報提供。（全
県小学校166校分のＤＶＤを提
供）また、四国地方整備局Ｗｅ
ｂサイトに掲載。【平成31年3月
実施】

教材に使用する
資料（地図など）
の提供

引き続き
実施

資料提供について会等を通じ
て周知済

出前講座やイベ
ントにおいて大
雨や洪水に関す
る災害の普及啓
発を実施。ウェ
ブサイトにおい
て広報ビデオ映
像も掲載。

引き続き
実施

小学校を対象とした「水防
の日」学習会の実施。【令
和元年６月】

・小学校を対
象にハザード
マップを用い
て講習会を実
施する。

・防災教育の
モデル校で作
成した指導計
画を全ての小
学校に共有す
る。

（・学校側と防
災教育のモデ
ル校で作成し
た指導計画
が必要かを協
議する。）

平成28
年度

平成30
年度

町内の小学校において防
災士とともに防災授業（水
害含む）を実施。
【平成30年12月】

町内の小学校２校へ水災
害を含む出前授業を実
施。
【令和2年9月、10月】

出前講座を実
施。（依頼により
実施）
<地元の寄り合
い、各種団体の
研修会>

引き続き
実施

小中学校に対してハザー
ドマップを用いた水災害教
育を検討中。
【～平成29年3月】

松茂町、北島町、藍住町
の小学４年生から６年生
の２４名からなる板野東部
少年少女消防クラブを発
足。今後、防災に関する
様々なことを体験、学習
し、地域防災の若い担い
手として活動を行う。
【平成29年4月発足】

総合防災訓練に板野東部
少年少女消防クラブが参
加。
【平成29年11月実施】
【平成30年11月実施】

・小中学校に
対してハザー
ドマップを用
いた水災害教
育の実施を検
討。

・防災教育の
モデル校で作
成した指導計
画を全ての小
学校に共有す
る。

平成29
年度～

平成30
年度

松茂町、北島町、藍住町
の小学４年生から６年生
の２４名からなる板野東部
少年少女消防クラブを発
足。今後、防災に関する
様々なことを体験、学習
し、地域防災の若い担い
手として活動を行う。
【平成29年4月発足】

防災・避難訓練、総合防
災訓練に板野東部少年少
女防火クラブが協賛として
参加。
【平成29年10月及び平成
30年10月実施】

・小中学校に
対してハザー
ドマップを用
いた水災害教
育を実施。

・防災教育の
モデル校で作
成した指導計
画を全ての小
学校に共有す
る。

平成29
年度

平成30
年度

石井中学校にてハザード
マップを用いた水災害教
育を実施。
【平成28年7月実施】

防災教育の支援を実施す
るモデル小学校を教育関
係者と連携して決定。国と
教育関係者で授業内容の
協議を開始。
【平成29年9月実施】

・防災セン
ター施設見学
等の利用促
進について教
育委員会と協
議し、実施を
検討する。

・防災教育の
モデル校で作
成した指導計
画を全ての小
学校に共有す
る。

平成28
年度～

平成30
年度

防災センターを活用して
防災教育の場を設けた。
【～平成28年12月】

松茂町、北島町、藍住町
の小学４年生から６年生
の２４名からなる板野東部
少年少女消防クラブを発
足。今後、防災に関する
様々なことを体験、学習
し、地域防災の若い担い
手として活動を行う。
【平成29年4月発足】

・小中学校に
対してハザー
ドマップを用
いた水災害教
育の実施を検
討。

・防災教育の
モデル校で作
成した指導計
画を全ての小
学校に共有す
る。

平成28
年度～

平成30
年度

・指導計画を周知し、水防
災教育を実施

・学校防災計
画を見直し、
水災害教育を
実施。

・防災教育の
モデル校で作
成した指導計
画を全ての小
学校に共有す
る。

平成28
年度～

平成30
年度

出水期前に危険箇所の確
認。
【平成28年6月実施】

南海地震及び台風時の水
害を想定した、総合的な
防災訓練を実施。
【平成29年6月実施】

・小中学校に
対してハザー
ドマップを用
いた水災害教
育を実施。

・防災教育の
支援を実施す
るモデル小学
校を教育関係
者と連携して
決定し、指導
計画の作成
支援を行う。

・防災教育の
モデル校で作
成した指導計
画を全ての小
学校に共有す
る。

平成28
年度

平成29
年度～

平成30
年度

・指導計画を周知し、教育
活動を実施

・小中学校の
職員・生徒を
対象とした水
害知識の普
及・啓発。

・防災教育の
モデル校で作
成した指導計
画を全ての小
学校に共有す
る。

平成28
年度～

平成30
年度

市内の幼小中の防災担
当職員を対象に、吉野
川、旧吉野川・今切川の
浸水想定区域（想定最大
規模）の説明会を開催し、
水害知識の普及・啓発に
努めた。
【平成28年8月実施】

池田ダム職員に講師を依
頼し、リモートにてダムの
役割についての学習や洪
水時の避難行動について
の水防学習を行った。
【令和２年度実施】

今年度の地域防災計画
の見直しに伴い、新たに
河川氾濫浸水区域に指定
した小学校において、河
川氾濫時の避難訓練を実
施した。
また、併設幼稚園、児童ク
ラブにおいては、小学校
が休業中を想定した河川
氾濫による小学校校舎へ
の避難訓練を実施した。
【令和２年１２月実施】

・小中学校に
対してハザー
ドマップを用
いた水災害教
育を実施。

・防災教育の
モデル校で作
成した指導計
画を全ての小
学校に共有す
る。

平成30
年度～

平成30
年度

・小中学校における水災害
  教育

⑦

・遠足・校外
学習により防
災人材育成
センター等の
啓発施設や
自分たちの地
域の防災施
設の見学を通
して、ハザー
ドマップ等を
活用した水災
害を含む災害
防止に向けた
指導計画を作
成し教育活動
を行う。

・防災教育の
モデル校で作
成した指導計
画を全ての小
学校に共有す
る。

平成29
年度～

平成30
年度

■平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項
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参考資料
○概ね5年で実施する取組　　赤文字：変更箇所

実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況

北島町松茂町 徳島県上板町 水資源機構
項目 事項 内容

吉野川市課題の
対応

板野町藍住町鳴門市 気象庁 四国地方整備局国土地理院徳島市 石井町阿波市

・重要水防箇所の見直し

①

・徳島県水防計
画に掲載し、徳
島県防災会議水
防部会で確認。

・重要水防箇所
の精査・見直し。

引き続き
実施

徳島県水防計画に掲載し、徳
島県防災会議水防部会で確
認。
重要水防箇所の精査・見直し。
【～平成29年3月】
【～平成30年3月】
【～平成31年3月】
【～令和2年3月】
【～令和3年3月】

重要水防箇所の
精査・見直しを
実施し、設定理
由等を含めて周
知を実施。

継続して
実施

重要水防箇所の精査・見直し、
ウェブサイトで公表。
【平成29年5月完了】
【平成30年4月完了】
【令和元年5月完了】
【令和2年7月完了】

・住民や水防団との共同
  点検

⑭

共同点検は
行っていない
が、消防職員
が国・県合同
の巡視点検
に参加し、巡
視結果を水防
団長（分団
長）に対して
フォローアッ
プをしている。

引き続
き実施

消防職員が国・県合同の
巡視点検に参加し、巡視
結果を水防団長（分団長）
に対してフォローアップし
た。
【平成28年6月実施】
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】

重要水防箇
所等において
水防団と共に
共同点検を実
施。

平成28
年度～

河川管理者と市におい
て、重要水防箇所等の点
検を行った後、水防団と
共に共同点検を実施し
た。
【平成28年6月実施】

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより
資料配布】

国が実施する
重要水防箇
所等の共同
点検に自主
防災組織も参
加するよう検
討。

平成29
年度～

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成28年6月実施】
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより
資料配布】

洪水リスクの
高い区間につ
いて市防災士
会との共同点
検を実施。

平成28
年度

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成28年6月実施】
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより
資料配布】

洪水リスクが高い区間に
ついて市防災士会と共同
点検を実施。
【平成28年12月実施】

河川国道事
務所が実施
する重要水防
箇所等の共
同点検に水
防団等の参
加していく。

平成29
年度～

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成28年6月実施】
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより
資料配布】

実施を検討す
る。

平成28
年度～

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成28年6月実施】
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより
資料配布】

次年度の実施に向けて検
討を進めている。
【～平成29年3月】

消防団、消防・町職員、県
と合同で陸閘の点検を実
施。
【平成29年6月実施】

河川国道事
務所が実施
する重要水防
箇所等の共
同点検に水
防団員の参
加を呼び掛け
る。

平成29
年度～

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成28年6月実施】
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより
資料配布】

河川国道事
務所が実施
する重要水防
箇所等の共
同点検に自
主防災組織
の参加を呼び
掛ける。

平成29
年度～

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成28年6月実施】

重要水防箇所の共同点
検実施。また、自主防災
組織も参加。
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより
資料配布】

水防連絡会
等への水防
団・危機管理
課職員・消防
署・自主防災
組織等の参
加。

平成29
年度

平成28年6月に国交省、
水防団、消防署、町職員
による重要水防箇所合同
点検を実施。
【平成28年6月実施】

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより
資料配布】

洪水リスクの
高い区間につ
いて水防団と
点検を行う。

平成28
年度～

洪水リスクの高い区間に
ついて水防団と点検を実
施。
【平成28年6月実施】

重要水防箇所の共同点
検実施。
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより
資料配布】

重要水防箇所等
の共同点検を実
施。

引き続き
実施

重要水防箇所等の共同点検を
実施。
【平成28年6月実施】
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより資料
配布】

松茂町と合同で、松茂町内の
陸閘点検を実施。
【平成29年6月実施】

重要水防箇所等
の共同点検を実
施。

平成29
年度～

重要水防箇所の共同点検実
施。
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】
【令和元年7月（座学）】
【令和2年7月コロナにより資料
配布】

・水防に関する広報の充実

⑦⑫

市総合防災
マップ及び広
報紙等によ
り、洪水・水
害に関する危
険性について
周知してい
る。

引き続
き実施

広報紙により周知を実
施。
定期的な防災指導で洪
水・水害に関する危険性
を周知している。
【～平成29年3月】

想定最大規模降雨におけ
る洪水を対象としたハ
ザードマップをHPへ掲載
【令和3年3月】

洪水ハザード
マップを作成
し、市公式
ウェブサイト
に掲載し、周
知する。

平成29
年度～

想定最大降雨における洪水を
対象としたハザードマップ作成
完了。
【平成30年1月完成】

カラーユニバーサルデザイン
認証取得し、印刷、戸別配布。
【平成30年3月完了】

新池川のハザードマップ（計画
規模から想定最大規模）の浸
水想定区域の変更に伴う、見
直し作業を実施。今年度内に
ハザードマップを全戸配布予
定。
【令和２年度内】

・想定最大規
模降雨に伴う
洪水を反映し
たハザード
マップを作成
し、ウェブサイ
トで公表を行
う。

・河川監視カ
メラによる水
位情報を市
ウェブサイト
で公表。

平成30
年度～

引き続
き実施

河川監視カメラによる水位
情報を市ウェブサイトで公
表。
【～平成28年12月】

想定最大規
模降雨におけ
る洪水も対象
にした防災ハ
ザードマップ
を作成しウェ
ブサイトにて
周知。

平成28
年度

防災ハザードマップの作
成完了。
【平成29年2月完了】
【令和元年9月完了】
【令和3年3月完了予定】
平成29年5月に全戸配
布、ウェブサイト更新。
【平成29年5月完了】
【令和元年12月全戸配
布、ウェブサイト更新完
了】

想定最大規
模降雨に伴う
洪水を反映し
たハザード
マップを作成
し、ウェブサイ
トで公表を行
う。

平成30
年度～

想定最大規模降雨におけ
る洪水を対象とした洪水
ハザードマップを作成。
【令和３年２月完了】
洪水ハザードマップをウェ
ブサイトにて公表予定【令
和３年３月予定】

今回の浸水
想定見直しを
反映したハ
ザードマップ
を作成し、
ウェブサイト
で公表を行
う。

平成29
年度～

出水期前に避難情報の種
類と伝達方法を広報誌で
説明。
【平成29年8月実施】

・洪水ハザードマップは平
成30年3月に完成。

・平成30年5月の新聞折り
込みで全戸配布、町ウェ
ブサイトで公開。
【平成30年5月完了】

想定最大規
模降雨に伴う
洪水を反映し
たハザード
マップを作成
し、ウェブサイ
トで公表を行
う。

平成29
年度～

ハザードマップの更新に
ついて、委託業者と業務
契約済で現在作業中。
【平成29年8月】

ハザードマップが完成し、
全戸配布及びウェブサイ
ト公表完了。
【平成30年3月】

想定最大規
模降雨に伴う
洪水を反映し
たハザード
マップを作成
し、ウェブサイ
トで公表を行
い地域住民
へ配布を行
う。

平成29
年度～

ハザードマップの更新に
ついて、以下のとおり修正
を決定し、平成30年4月に
完成。
・想定最大規模降雨によ
る浸水想定区域の見直
し。
・町内に存する配慮者施
設を全て記載。

・平成30年5月中に全戸
配布、町ウェブサイトへの
掲載完了。
【平成30年5月完了】

広報誌を活用
し、ハザード
マップポータ
ルサイトや浸
水ナビの周知
を行う。洪水
ハザードマッ
プをウェブサ
イトに掲載し
て周知を行
う。

平成29
年度

洪水ハザードマップにつ
いて平成29年8月に委託
業者と契約締結。

県管理河川の想定最大
規模降雨における浸水想
定が公表(平成30年5月)さ
れたことを受け、国管理
河川とあわせ、洪水HMを
更新し、平成30年8月に町
内全戸配布及びHPで周
知。住民向け説明会を開
催。
【平成30年8月完了】

想定最大規
模降雨に伴う
洪水を反映し
たハザード
マップを作成
し、ウェブサイ
トで公表を行
う。

平成29
年度～

想定最大規模降雨のハ
ザードマップを掲載した上
板町防災マップ発行。同
時に町HPに掲載。
【平成30年11月】

・水防計画、重
要水防箇所及び
平成26年台風
の浸水痕跡マッ
プの資料を、
ウェブサイトで公
表を実施。

・「徳島県水防
の日」関連の取
組による広報の
実施。

引き続き
実施

重要水防箇所資料を水防計画
に記載し、ウェブサイトで公表
を実施。
【平成28年7月実施】
【平成29年9月実施】
【平成30年11月実施】
【令和元年9月実施】
【令和2年9月実施】

「徳島県水防の日」パネル展の
実施。
【平成30年6月実施】
【令和元年6月実施】

水防の日関連WEBギャラリー
の創設。
【令和2年6月創設】

・現状のダム操
作に関する情報
共有を図るた
め、防災操作説
明会を実施。

・ダム操作に関
する理解を図る
ため、住民説明
会を実施。

引き続き
実施

引き続き
実施

適宜実施 出前講座やイベ
ントにおいて大
雨や洪水に関す
る災害の普及啓
発を実施。ウェ
ブサイトにおい
て広報ビデオ映
像も掲載。

引き続き
実施

出前講座実施
【平成29年1月1回実施】
【平成29年2月23回実施】
【平成29年6月7回実施】
【平成29年7月3回実施】
【平成29年8月4回実施】
【平成29年10月3回実施】
【平成29年11月5回実施】
【平成29年12月1回実施】
【平成30年2月1回実施】
【平成30年度40回実施】

【令和2年度　15回実施】

浸水想定区域や
重要水防箇所資
料をウェブサイト
で公表を実施。

平成28
年度～

想定最大規模降雨に伴う洪水
における浸水想定区域を指定
し、ウェブサイトで公表。
【平成28年6月完了】

重要水防箇所の精査・見直し、
ウェブサイトで公表。
【平成29年5月完了】
【平成30年4月完了】

吉野川や県内の河川でこれま
でに発生した災害等を紹介し、
今後の防災活動に役立てても
らうため、防災に関するパネル
展を開催。
【平成29年5月・6月実施】
【平成30年5月・6月実施】

・水防資機材の整備

⑮

備蓄資機材
については、
定期的に点
検管理を行
い、必要に応
じて整備す
る。

引き続
き実施

備蓄資機材については定
期的に点検管理し、必要
に応じて整備している。
【～令和3年3月】

緊急時に納
入業者からど
れくらいの資
材搬入（土の
う）が可能か、
備蓄している
数量を確認す
る。

平成28
年度～

市と納入業者の土のう袋
の在庫数量を確認した。
【～平成28年12月】

土のうについ
ては、市内各
所に備蓄して
おり、随時、
市民にも配布
している。
今後、他の資
機材の配置
場所等を検
討。

平成28
年度～

他の資機材の配置場所
等を検討。
【～平成29年3月】

救助用ボー
ト、土のう製
作機の導入を
検討。

平成28
年度

救助用ボートを納品。
【平成29年1月】

土のう製作機を納品。
【平成29年2月】

備蓄資材数
の把握、不足
分については
追加配備を検
討。

平成29
年度～

不足分について追加配備
を行った。
【平成30年3月実施】

水防資機材
の更新や追
加購入も踏ま
え検討。

平成28
年度～

平成29年3月に水防資機
材を追加購入済。
【平成29年3月実施】

河川堤防や
過去に浸水
被害のあった
箇所に土のう
を備蓄。

平成28
年度～

備蓄完了。
【平成28年9月実施】

水防倉庫に
整備済みであ
るが、備蓄資
材の見直しを
含めた配備計
画の作成を検
討。

平成29
年度～

町内に3か所ある水防倉
庫内の資機材点検を実
施。不足している物品等
を洗い出し、今後の配備
計画を作成。
【平成30年1月実施】

備蓄資材の
配置計画の
作成を検討。

平成29
年度

町内の倉庫内及び水防団
詰所の資機材点検を行っ
た。【平成30年12月実施】

必要に応じて
整備。

引き続
き実施

土のう袋の整備。
【～平成28年12月】

各庁舎の水防倉
庫に保管。

引き続き
実施

各庁舎の水防倉庫に保管。
【～平成29年3月】
【～平成30年3月】
【～平成31年3月】
【～令和2年3月】
【～令和3年3月】

・貯水池内ヤー
ド、ダム管理所
や河口堰管理所
に資機材(土の
う・ブルーシート
など)を備蓄。

引き続き
実施

備蓄済 計画的な資機材
の補充。
関係市町との保
有資機材の情報
共有。

平成28
年度～

防災業務計画書で保有資材を
更新済み。平成29年度水防演
習に備え資機材を補充を実
施。
【～平成29年4月実施】

毎年、水防訓
練を実施して
いる。内容に
ついては、工
法等を見直
し、実施して
いる。

引き続
き実施

消防職・団員が合同で水
防訓練を実施。内容につ
いては、積土のう工法、杭
打ち積土のう工法、せき
板工法を実施。
【平成28年5月実施】

平成29年5月吉野川・那
賀川合同総合水防演習に
消防団員が参加。
【平成29年5月実施】

消防学校で行われた水防
工法技術講習会に、新た
に採用された消防職員が
参加。
【平成29年6月実施】

消防職・団員が合同で水
防訓練を実施。内容につ
いては、積土のう工法、改
良積 う 法 輪

他機関の指
導を受け水防
団の訓練を実
施中。
自主防災組
織について
は、土のう作
成や水のう作
成の項目も取
り入れ訓練
中。今後充実
強化を検討す
る。

平成28
年度～

充実強化を検討。
【～平成29年3月】

平成29年5月吉野川・那
賀川合同総合水防演習に
消防団員が参加。
【平成29年5月実施】

平成29年6月にて行われ
た水防工法技術講習会に
吉野川市消防団員120名
が参加。
【平成29年6月実施】

消防学校で行われた水防
工法技術講習会に、新た
に採用された消防職員が
参加。
【平成29年6月実施】

水防団を対象
に、水防技術
向上のための
水防訓練を実
施。

平成28
年度

水防技術向上のため、徳
島河川国道事務所の指
導のもと水防訓練を実
施。
【平成28年10月実施】

平成29年5月吉野川・那
賀川合同総合水防演習に
消防団員が参加。
【平成29年5月実施】

南海地震及び台風時の水
害を想定し、防災関係機
関・各種関係機関・地域
住民と連携の元に総合的
な防災訓練を実施。
【平成29年6月実施】

消防学校で行われた水防
工法技術講習会に、新た
に採用された消防職員が
参加

自主防災組
織等の水防
活動への参
画を促進。

平成28
年度

石井町水防団・自主防災
会組織等を対象にロープ
ワーク講習会を実施。
【平成29年1月実施】

平成29年5月吉野川・那
賀川合同総合水防演習に
消防団員が参加。
【平成29年5月実施】

消防学校で行われた水防
工法技術講習会に、新た
に採用された消防職員が
参加。
【平成29年6月実施】

実施を検討す
る。

平成28
年度～

平成29年度の実施に向け
て検討を進めている。
【～平成29年3月】

平成29年5月吉野川・那
賀川合同総合水防演習に
消防団員が参加。
【平成29年5月実施】

消防学校で行われた水防
工法技術講習会に、新た
に採用された消防職員が
参加。
【平成29年6月実施】

毎年実施して
いる防災訓練
の中におい
て、浸水時の
歩行体験を開
催し、洪水時
における危険
度を把握して
もらう。

平成28
年度～

防災訓練時に歩行体験を
実施。
【平成28年11月実施】
【平成29年11月実施】
【平成30年11月実施】

平成29年5月吉野川・那
賀川合同総合水防演習に
消防団員・自主防災組織
が参加。
【平成29年5月実施】

消防学校で行われた水防
工法技術講習会に、新た
に採用された消防職員が
参加。
【平成29年6月実施】

ロールプレイ
ング等の実践
的な避難訓練
の実施を検
討。

平成29
年度～

平成29年5月吉野川・那
賀川合同総合水防演習に
消防団員が参加。
【平成29年5月実施】

消防学校で行われた水防
工法技術講習会に、新た
に採用された消防職員が
参加。
【平成29年6月実施】

ロールプレイ
ング等の実践
的な避難訓練
を実施。

平成29
年度

自主防災組織が主体と
なって、配布した洪水HM
を活用した避難訓練を実
施。
【平成30年11月実施】

平成29年5月吉野川・那
賀川合同総合水防演習に
消防団員・自主防災組織
が参加。
【平成29年5月実施】

消防学校で行われた水防
工法技術講習会に、新た
に採用された消防職員が
参加。
【平成29年6月実施】

水防団と協力
し水防訓練を
実施。

引き続
き実施

防災訓練において、ロー
プワーク講習を実施。
【平成28年9月・平成29年
2月実施】

平成29年5月吉野川・那
賀川合同総合水防演習に
消防団員が参加。
【平成29年5月実施】

消防学校で行われた水防
工法技術講習会に、新た
に採用された消防職員が
参加。
【平成29年6月実施】

国と連携して訓
練を実施。

平成29
年度～

平成29年5月吉野川・那賀川
合同総合水防演習を国と連携
して実施。
【平成29年5月実施】

指定河川官署間演習
【平成30年4、5月実施】
【令和2年4月実施】

・水防技術講習
会に必要な材料
の準備、講師の
派遣。

・吉野川水防演
習を通じて水防
訓練を実施。

平成28
年度～

平成29
年度

水防技術講習会に必要な材料
の準備について対応。
【～平成２９年４月実施】

消防団・水防団・自主防災会
組織等を対象にロープワーク
講習会等を実施。
【上板町：平成28年9月】
【阿波市：平成28年10月】
【石井町：平成29年1月】
【下流10市町：平成29年4月】
【阿波市：平成29年6月】
【消防学校：平成29年6月】
【県立総合看護学校：平成29
年11月】
【消防学校：平成30年6月】

平成29年5月吉野川・那賀川
合同総合水防演習を開催。
【平成29年5月実施】

平成29年5月吉野川・那
賀川合同総合水防演習に
消防団員が参加。
【平成29年5月実施】

消防学校で行われた水防
工法技術講習会に、新た
に採用された消防職員が
参加。
【平成29年6月実施】

市総合防災訓練にて消防
団員による水防訓練（積
土のう工法）を実施した。
【令和元年９月】

平成29
年度～

総合防災訓
練において、
実践に近い水
防訓練を行
う。

⑭⑯

・水防訓練の充実

ハンドブックを作
成し、講習会や
実践的な訓練を
開催し水防指導
者の育成を支
援。

平成28
年度～
平成29
年度出
水期まで

消防団・水防団・自主防災会
組織等を対象にロープワーク
講習会等を実施。
【上板町：平成28年9月】
【阿波市：平成28年10月】
【石井町：平成29年1月】
【下流10市町：平成29年4月】
【阿波市：平成29年6月】
【消防学校：平成29年6月】
【県立総合看護学校：平成29
年11月】
【消防学校：平成30年6月】
【阿波市：平成30年6月】

ハンドブック作成完了。
【平成29年3月完了】

事務所ウェブサイトにおいて、
ハンドブックを水防工法の動画
と共に公開。また、水防工法お
技術講習会で活用。
【平成29年5月実施】

平成28
年度～

上板町防災訓練で土のう
袋造り演習、月輪工法を
行った。
【平成28年9月実施】

平成29年4月にて行われ
た水防工法技術講習会に
上板町消防団員20名が
参加。
【平成29年4月実施】

平成29年5月吉野川・那
賀川合同総合水防演習に
消防団員が参加。
【平成29年5月実施】

消防学校で行われた水防
工法技術講習会に、新た
に採用された消防職員が
参加。
【平成29年6月実施】

国と連携して水
防指導者の育成
を支援。

平成29
年度～

平成29年5月吉野川・那賀川
合同総合水防演習において、
国と連携して水防指導者の育
成を支援。
【平成29年5月実施】

出前講座を実施。（依頼により
実施）<地元の寄り合い、各種
団体の研修会>
【～平成29年3月】
【～平成30年3月】
【～平成31年3月】
【～令和2年3月】
【～令和3年3月】

平成29
年度～

平成29年4月にて行われ
た水防工法技術講習会に
藍住町消防団員22名が
参加。
【平成29年4月実施】

平成29年5月吉野川・那
賀川合同総合水防演習に
消防団員が参加。
【平成29年5月実施】

消防学校で行われた水防
工法技術講習会に、新た
に採用された消防職員が
参加。
【平成29年6月実施】

消防署OBや
消防団OBな
どを念頭に、
リーダーの育
成を検討。

平成29
年度

平成29年4月にて行われ
た水防工法技術講習会に
板野町消防団員・自主防
災組織14名が参加。
【平成29年4月実施】

平成29年5月吉野川・那
賀川合同総合水防演習に
消防団員・自主防災組織
が参加。
【平成29年5月実施】

消防学校で行われた水防
工法技術講習会に、新た
に採用された消防職員が
参加。
【平成29年6月実施】

水防団員に
水防訓練を実
施する。

平成28
年度～

実施を検討。
【～平成29年3月】

平成29年4月にて行われ
た水防工法技術講習会に
松茂町消防団員22名が
参加。
【平成29年4月実施】

平成29年5月吉野川・那
賀川合同総合水防演習に
消防団員が参加。
【平成29年5月実施】

消防学校で行われた水防
工法技術講習会に、新た
に採用された消防職員が
参加。
【平成29年6月実施】

水防技術講
習会等を活用
し、浸水想定
の把握や水
防技術の習
得を実施して
いく。

平成28
年度～

平成29年4月にて行われ
た水防工法技術講習会に
北島町消防団員20名が
参加。
【平成29年4月実施】

平成29年5月吉野川・那
賀川合同総合水防演習に
消防団員が参加。
【平成29年5月実施】

消防学校で行われた水防
工法技術講習会に、新た
に採用された消防職員が
参加。
【平成29年6月実施】

防災エキス
パートを積極
的に活用し、
水防リーダー
の育成に努め
る。

平成29
年度～

平成29年4月にて行われ
た水防工法技術講習会に
吉野川市消防団員22名
が参加。
【平成29年4月実施】

平成29年5月吉野川・那
賀川合同総合水防演習に
消防団員が参加。
【平成29年5月実施】

南海地震及び台風時の水
害を想定し、防災関係機
関・各種関係機関・地域
住民と連携の元に総合的
な防災訓練を実施。
【平成29年6月実施】
【平成30年6月実施】

消防学校で行われた水防
工法技術講習会に、新た
に採用された消防職員が
参加。
【平成29年6月実施】

水防活動や
住民避難が
的確に行わ
れるよう、す
べてに熟知し
た水防リー
ダーの育成を
検討。

平成30
年度～

石井町水防団・自主防災
会組織等を対象にロープ
ワーク講習会を実施。
【平成29年1月実施】

平成29年4月にて行われ
た水防工法技術講習会に
石井町消防団員23名が
参加。
【平成29年4月実施】

平成29年5月吉野川・那
賀川合同総合水防演習に
消防団員が参加。
【平成29年5月実施】

消防学校で行われた水防
工法技術講習会に、新た
に採用された消防職員が
参加。
【平成29年6月実施】

実施を検討す
る。

平成28
年度～

新たに加わった市消防団
員等を対象に、吉野川、
旧吉野川・今切川の浸水
想定区域（想定最大規
模）の説明会を開催し、水
害知識の普及・啓発に努
めた。
【平成28年6月実施】

平成29年4月にて行われ
た水防工法技術講習会に
鳴門市消防団員4名が参
加。
【平成29年4月実施】

平成29年5月吉野川・那
賀川合同総合水防演習に
消防団員が参加。
【平成29年5月実施】

消防学校で行われた水防
工法技術講習会に、新た
に採用された消防職員が
参加。
【平成29年6月実施】

水防資材の
在庫管理や
若手水防団
員を教育でき
る水防リー
ダーを育成。

平成29
年度～

平成29年4月にて行われ
た水防工法技術講習会に
吉野川市消防団員40名
が参加。
【平成29年4月実施】

平成29年5月吉野川・那
賀川合同総合水防演習に
消防団員が参加。
【平成29年5月実施】

平成29年6月にて行われ
た水防工法技術講習会に
吉野川市消防団員120名
が参加。
【平成29年6月実施】

消防学校で行われた水防
工法技術講習会に、新た
に採用された消防職員が
参加。
【平成29年6月実施】

水防活動や
住民避難が
的確に行わ
れるよう、す
べてに熟知し
た水防リー
ダーの育成を
検討。

・水防指導者の育成

⑬

市水防訓練
等に参加し、
水防活動に
関して必要な
知識を習得し
ている。また、
工法班長に
指名しリー
ダーとして訓
練を行ってい
る。

自主防災組
織に対し、風
水害に対する
備え等につい
て、講話を実
施。

引き続
き実施

消防職・団員が合同で水
防訓練を実施し水防活動
に関して必要な知識の習
得を行った。指導者を工
法班長に指名しリーダー
として訓練を行った。
【平成28年5月実施】

平成29年4月に行われた
水防工法技術講習会に徳
島市消防団員50名が参
加。
【平成29年4月実施】

平成29年5月吉野川・那
賀川合同総合水防演習に
消防団員が参加。
【平成29年5月実施】

消防学校で行われた水防
工法技術講習会に、新た
に採用された消防職員が
参加。
【平成29年6月実施】

自主防災組織を対象に風
水害に関する講話を実
施

水防活動や
市民の避難
が的確に行
われるよう、
水防リーダー
の育成策を検
討。

２）ソフト対策の主な取組　②避難時間確保のための情報発信手法の確立と水防活動の強化を実施（｢逃げる｣ための取組）

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項
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参考資料
○概ね5年で実施する取組　　赤文字：変更箇所

実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況 実施内容 時期 現在までの実施状況

北島町松茂町 徳島県上板町 水資源機構
項目 事項 内容

吉野川市課題の
対応

板野町藍住町鳴門市 気象庁 四国地方整備局国土地理院徳島市 石井町阿波市

・施設の関係者への情報
  伝達の充実

⑪

要配慮者利
用施設におけ
る避難確保計
画等の作成を
指導する。

平成28
年度～

平成29年度修正の地域
防災計画において、市域
内の要配慮者利用施設
名簿を記載。
今後においては、各施設
からの計画受領を適切に
行うとともに、各施設への
非常時における連絡体制
の構築を図る。
【平成30年3月】

要配慮者利用施設名簿を
基に各施設のメールアド
レスを収集するとともに、
避難情報等の一斉送信を
委託
【令和2年6月】

・施設管理者
を対象とした
水害リスク説
明会を実施。

・要配慮者利
用施設におけ
る避難計確保
画等の作成を
指導する。

平成28
年度～

平成29
年度～

市有施設を管理する市職
員を対象に、吉野川、旧
吉野川・今切川の浸水想
定区域（想定最大規模）
の説明会を開催し、水害
リスクの普及・啓発に努め
た。
【平成28年7月実施】

洪水（吉野川・旧吉野川・
新池川）の浸水想定区域
内の社会福祉施設の管
理者等に対して徳島県と
合同で避難確保計画の説
明会を開催し、水害リスク
の普及・啓発に努めた。
【令和３年２月実施】
県・市協同で、未提出の
要配慮者利用施設に対し
て、洪水時における避難
確保計画の策定を依頼し
た

要配慮者利
用施設におけ
る避難確保計
画等の作成を
指導する。

平成29
年度～

現在、吉野川市地域防災
計画に記載されている、
要配慮者利用施設につい
て、避難確保計画の策定
を指導している。

要配慮者利
用施設におけ
る避難確保計
画等の作成を
指導する。

平成29
年度～

浸水想定区域内の要配
慮者利用施設について
は、避難確保計画の作成
を指導し作成済。

要配慮者利
用施設におけ
る避難確保計
画等の作成を
指導する。

平成29
年度～

次回開催予定の防災会
議で地域防災計画の改定
を行い、各施設での避難
確保計画の作成を目指
す。
今年度地域防災計画改
訂の際に新たに記載した
要配慮者利用施設に対し
て、避難確保計画の策定
を指導した。【令和３年度】

要配慮者利
用施設を地域
防災計画で指
定し、避難確
保計画等の
作成を指導す
る。

平成28
年度～

平成30年度の防災会議で
地域防災計画の改定を行
い、要配慮者利用施設を
位置づけし、各施設での
避難確保計画の作成を目
指す。

要配慮者利
用施設におけ
る避難確保計
画等の作成を
指導する。

平成28
年度～

徳島県主導の下、対象施
設に避難計画作成の必要
性を周知。
【平成28年12月実施】

防災行政無線デジタル化
整備に伴い、対象施設へ
の戸別受信機配布を行う
と共に、住民向け登録制
メール配信サービスを開
始
【平成30年3月実施】

・関係者と来
庁者を含めた
避難計画の
作成を検討。

・要配慮者利
用施設におけ
る避難確保計
画等の作成を
指導する。

平成29
年度～

平成29
年度～

町職員全員を対象とした
登録制メールシステムを
導入。気象警報発令時に
は、召集対象職員へ自動
的にメールが配信される。
【平成29年4月実施】

また、住民向けでの運用
も平成30年4月から開始。
【平成30年4月実施】

要配慮者利
用施設におけ
る避難確保計
画等の作成を
指導する。

平成29
年度～

町内要配慮者利用施設
へ避難計画等の作成を呼
びかけ。作成にあたって
助言などを行った。
【～平成29年3月】

随時、施設からの問い合
わせ対応や避難計画作
成助言を行う。

防災行政無線デジタル化
整備に伴い、町内の要配
慮者利用施設へ戸別受
信機の設置
【令和２年度実施】

・福祉避難所
との情報伝達
訓練の実施。

・要配慮者利
用施設におけ
る避難確保計
画等の作成を
指導する。

・避難確保計
画担当者会
の開催

平成28
年度～

平成29
年度～

平成30
年度～

福祉避難所との連携を図
る。
【～平成29年3月】

避難確保計画担当者会を
開催。徳島県と作成要領
について施設担当者へ説
明を実施。
【平成31年2月】

計画未策定施設向けに個
別作成相談を実施
【令和3年2月】

・市町への支援
を実施。

・水防情報伝達
システムの改
修。

実施中

令和元
年度～

市町への支援を実施。

新システムに再構築し、新設し
たウェブサイト｢徳島県水防情
報｣で公開。
【令和元年6月】

・洪水時の庁舎等の機能
  確保のための対策の充実

⑯

緊急時の行
動マニュアル
を作成し、訓
練を実施。

平成29
年度

近々に策定する業務継続
計画（平成30年4月策定
予定）との整合性を図りな
がら、作成を検討する。
【平成30年3月】

緊急時に実
施すべき行動
計画（アクショ
ンカード）を作
成する。

平成28
年度～

市有施設の所管課に、水
害リスクの周知に努めると
ともに、大雨災害時にお
ける避難方法について、
説明会を開催した。
【平成28年7月実施】

また、災害拠点病院の鳴
門病院に対して、県を通し
て洪水時における避難確
保計画の策定を依頼し
た。
【平成28年12月実施】

・現庁舎での
災対本部機
能の確保と機
能の継続索
について検
討。

・浸水想定区
域外で現状と
同様の対応
ができるよう
な検討を実
施。

平成28
年度～

平成30
年度～

現庁舎での災対本部機能
の確保と機能を具体的に
検討中。また、併せて水
害BCP等についても検討
中。

災対本部機能を浸水想定
区域外へ移動させた場合
の、候補地を検討中。

浸水想定区
域内の支所
において浸水
想定区域外で
現状と同様の
対応ができる
ような検討を
実施。

平成29
年度～

阿波市の支所のうち、浸
水想定区域内にあるのは
吉野支所だけであるた
め、浸水またはその恐れ
がある場合、最寄りの土
成支所にて対応すること
とした。

緊急時の行
動マニュアル
を作成し、訓
練を実施。

平成29
年度～

防災訓練等を実施 浸水想定区
域外で現状と
同様の対応
ができるよう
な検討を実
施。

平成28
年度～

新庁舎が平成28年12月
に完成し、新庁舎内での
施設の使用方法について
把握している。
【平成28年12月実施】

庁舎非常用
発電機及び
電算サー
バー等につい
て、想定浸水
深以上に設
置している。

平成28
年度～

庁舎非常用発電機及び燃
料タンク、電算機器サー
バー等は、洪水時におけ
る想定最大浸水深程度又
はその上位に設置済。
【平成29年12月】

施設関係者を
対象に、水防
工法の講習
及び避難訓
練を検討。

平成29
年度～

庁舎屋上にある発電機の
燃料が地下タンクにある。
その地下タンクから屋上
へポンプアップするための
設備が1階にあるため、防
水加工を検討。

庁舎浸水想
定無しのため
対策不要。

緊急時の行
動マニュアル
を作成し、訓
練を実施。

平成29
年度

すだちくんメールを利用し
た「避難所における情報
発信体制の構築」につい
て町職員を対象とした研
修を実施。
【平成29年2月実施】

庁舎浸水無し
のため対策不
要。

業務継続計
画の改訂

平成31
年度～

業務継続計画策定
【令和２年３月】

・資材搬入、作業等のルー
  ト確認、確保

⑰

緊急時の際、
浸水区域を想
定した、アク
セス方法の確
認。

平成28
年度～

緊急時の際、浸水区域を
想定した、アクセス方法の
確認。
【～平成29年3月】

災害時に排
水機場のメン
テナンス業者
と連絡が取れ
るよう、平時
から連携を強
化する。

平成28
年度～

各排水機場の資材搬入、
作業等ルートを確認した。
【平成28年5月実施】

浸水想定区
域を基に活用
できるルート
を確認し、啓
開順位や方
法の検討。

平成30
年度～

検討を継続する 浸水想定区
域を基に配水
ポンプ車を活
用できるルー
トを検討。

平成31
年度

検討を継続する 緊急時に納
入業者からど
れくらいの資
材搬入が可
能か、備蓄し
ている数量を
確認する。

平成28
年度～

平成29年度実施検討中。
【～平成29年3月】

浸水前に資
材搬入作業
等は終えてお
くのが原則
で、作業に向
かうルートは
浸水想定区
域等を活用し
検討していく。

平成29
年度

検討を継続する 浸水想定区
域を考慮した
排水資機材
の搬入ルート
の検討。

平成28
年度～

検討を継続する 浸水想定区
域を基に活用
できるルート
を確認し、方
法を検討。

平成29
年度～

検討を継続する 緊急時に納
入業者からど
れくらいの資
材搬入が可
能か、備蓄し
ている数量を
確認。

平成29
年度

水防計画で確認済 資材搬入
ルート確保
済。

引き続
き実施

資材搬入ルート確保済。
【～平成29年3月】

資材搬入等の
ルートのハザー
ドマップへの記
載について、市
町を支援。

平成28
年度～

資材搬入等のルートのハザー
ドマップへの記載について、市
町を支援。
【～平成29年3月】
【～平成30年3月】
【～平成31年3月】
【～令和2年3月】
【～令和3年3月】

浸水想定区域を
基に活用できる
ルートを確認し、
市町の作成を支
援。

平成28
年度～

各市町等からの浸水深の問い
合わせについて回答。
【平成28年11月】
【平成29年1月・2月】
【平成29年5月】

・排水施設、排水資機材の
  運用方法の改善

⑱

関連する国、
県管理施設と
の連携強化。

平成28
年度～

関連する国、県管理施設
との連携強化。（県樋門の
操作時に連絡頂けるよう
調整を図った。）
【～平成29年3月】

排水機場の
能力アップを
計画的に進め
る。また、大
雨が予想され
る時は非常用
発電機をリー
ス出来るよう
に体制を整え
る。

平成28
年度～

排水機場の能力アップを
計画的に進めた。また、災
害時には、非常用発電機
をリース出来るよう体制を
整え、平成28年10月台風
18号襲来時に非常用発電
機をリースし、道路冠水を
未然に防いだ。
【平成28年10月実施】

非常時に備え、発電機等
リース費用について、予
算確保。

管理中の機
材はない。
関係機関との
情報交換、連
携を強化す
る。

平成28
年度～

管理中の機材は無し。
【～平成29年3月】

排水ポンプ車
の購入を検討

平成30
年度

平成31年度当初予算に予
算計上。

高性能排水ポンプ車の導
入。
【令和2年2月】

管理中の排
水施設、資機
材はない。
関係機関との
情報連携を強
化する。

平成29
年度～

情報連携を強化 平成24年・平
成25年作成
の排水計画
及び、現状に
あったポンプ
整備を実施。
（産業建設課
所管分）

引き続
き実施

排水ポンプの新設、既存
施設の維持管理などを実
施した。
【～平成28年12月】

排水機場、樋
門、排水路等
の情報共有を
踏まえ、排水
機場、樋門等
の更新工事を
実施。

平成28
年度～

都市再生整備計画(H26～
H30)により、町内の排水
機場の改修及び新設をお
こなっている。
【～平成29年3月】

大規模な浸水
を想定した排
水計画（案）を
作成。

平成29
年度～

藍住町雨水排水全体計
画を策定済み。
【平成25年3月】

大雨時の内水氾濫箇所に
排水ポンプを設置
【平成29年5月】

樋門、排水路
等の情報共
有を踏まえ、
利用できる資
機材の適切な
把握・管理を
行う。

平成29
年度

検討を継続する 月1回の定期
点検を実施。

引き続
き実施

月1回の定期点検を実
施。
【～平成29年3月】
【～令和3年3月】

国と連携し、排
水施設、排水資
機材の運用の改
善を検討。

平成28
年度～

国と連携し、排水施設、排水資
機材の運用の改善を検討。
【～平成29年3月】
【～平成30年3月】
【～平成31年3月】
【～令和2年3月】
【～令和3年3月】

堤防決壊時や計
画高水位を越え
るような大規模
洪水時における
排水機場の運転
方法について、
施設管理者間で
調整会議を実
施。

平成28
年度

検討中

・排水計画の作成及び排水
　ポンプ車運用の効率化を
  図るための釜場の抽出、
  整備

⑰

排水ポンプ車
の運用につい
て検討。

平成28
年度～

財政面から、ポンプ車の
購入については見送るこ
ととする。
浸水対策の重点地域にお
ける排水能力のさらなる
向上を図る。
【～平成30年3月】

大規模な浸水
を想定し、国
や流域市町と
連携し、釜場
の抽出に取り
組む。

平成28
年度～

釜場を抽出するため、浸
水の可能性の高い地域の
現状把握に努めた。
【～平成28年12月】

排水ポンプ車
は保有してい
ない。

排水ポンプ車
の効率的な運
用について設
置場所を検
討。

平成31
年度

検討を継続する 排水ポンプ車
を保有してい
ない。

重点浸水地
域(広島北川
向)に、排水ポ
ンプを設置で
きるように、設
置場所の草
木の手入れを
行っていく。

引き続
き実施

重点浸水地域(広島北川
向)に、排水ポンプを設置
できるように、設置場所の
草木の手入れを実施し
た。
【～平成28年12月】

排水ポンプ車
は保有してい
ないが、排水
機場、樋門、
排水路等の
情報共有を踏
まえ、排水機
場、樋門等の
更新工事を実
施。

平成28
年度～

都市再生整備計画(H26～
H30)により、町内の排水
機場の改修及び新設をお
こなっている。
【平成29年10月】

まずは、排水
ポンプ車の整
備を検討。

平成29
年度～

検討した結果、購入不
可。
国からの応援により、ポン
プ車が出動した場合に釜
場として利用できる排水
路の選定を実施。
【平成29年9月完了】

排水ポンプ車
出動の必要
ケースの想定
とあわせ検
討。

平成29
年度

検討中 大規模な浸水
による排水ポ
ンプ車の出動
を想定し、国
や県と連携し
ながら、釜場
の抽出の検
討を行う。

令和２
年度～

排水ポンプ車なし。 大規模な浸水の
長期化に対応す
るため、釜場の
抽出を実施。

引き続き
実施

大規模な浸水の長期化に対応
するため、釜場の抽出を実施。
【～平成29年3月】
【～平成30年3月】
【～平成31年3月】
【～令和2年3月】
【～令和3年3月】

排水ポンプ車の
稼働がしやすく
なるように釜場
の設置や施設整
備を実施。

継続して
実施

排水ポンプ車の出動頻度が高
い箇所には釜場の設置などの
整備を対応済み。

・関係機関と連携した排水
  訓練の実施

⑱

樋門操作人
の方が高齢
のため、扉体
開閉操作の
定期的な訓練
が必要。

平成28
年度～

契約時に操作において改
善要望などをヒアリングし
必要に応じて対応。
【～平成29年3月】

国土交通省・徳島県合同
「排水ポンプ車操作訓練」
に参加した。
【平成30年5月実施】
【令和】元年6月実施】

国、県等が開
催する排水ポ
ンプ車等の訓
練に参加す
る。

平成28
年度～

国土交通省・徳島県合同
「排水ポンプ車操作訓練」
に参加した。
【平成28年5月実施】

国土交通省・徳島県合同
「排水ポンプ車操作訓練」
に参加した。
【平成29年5月実施】

樋門等操作説明会参加。
【平成29年5月実施】

排水ポンプ車
等の訓練に
参加。

平成29
年度～

国土交通省・徳島県合同
「排水ポンプ車操作訓練」
に参加した。
【平成29年5月実施】
【平成30年5月実施】
【令和】元年6月実施】

操作人の方
が高齢のた
め、排水機場
運転や樋門
閉操作の定
期的な訓練が
必要。

平成28
年度～

樋門の操作説明会を実
施。
【平成28年5月実施】
排水機場の施設点検を実
施。
【毎月実施】

国土交通省・徳島県合同
「排水ポンプ車操作訓練」
に参加した。
【平成29年5月実施】
【平成30年5月実施】
【令和】元年6月実施】

関係機関と連
携した排水ポ
ンプ車等の訓
練の実施を検
討。

平成29
年度～

国土交通省・徳島県合同
「排水ポンプ車操作訓練」
に参加した。
【平成29年5月実施】

・危機管理室
等、関係機関
と情報を共有
し効果的な排
水が出来るよ
うに協議して
いく。

・操作人が高
齢であるの
で、定期的な
運転訓練を随
時行う。

平成28
年～

平成29
年～

危機管理室等、関係機関
と情報を共有し効果的な
排水が出来るように協議
した。
【～平成28年12月】

樋門等操作説明会参加。
【平成29年5月実施】

排水ポンプ車
等の訓練に
参加。

平成29
年度

国土交通省・徳島県合同
「排水ポンプ車操作訓練」
に参加した。
【平成29年5月実施】

樋門等操作説明会参加。
【平成29年5月実施】

町の防災訓
練で排水訓練
の実施を検
討。

平成29
年度～

国土交通省・徳島県合同
「排水ポンプ車操作訓練」
に参加した。
【平成29年5月実施】

排水ポンプ車
等の訓練に
参加。

平成29
年度

国土交通省・徳島県合同
「排水ポンプ車操作訓練」
に参加した。
【平成29年5月実施】

排水ポンプ車
等の訓練に
参加。

平成29
年度～

国土交通省・徳島県合同
「排水ポンプ車操作訓練」
に参加した。
【平成29年5月実施】

排水ポンプ車等
による訓練に参
加。

引き続き
実施

排水ポンプ車等による訓練に
参加。
【平成28年5月実施】
【平成29年5月実施】
【平成30年5月実施】
【令和元年6月実施】
【令和2年5月実施】

県と合同で排水
ポンプ車訓練を
実施。その際、
市町にも見学参
加依頼を実施。

継続して
実施

阿波中央橋下流で県と合同で
実施。その際、市町にも見学
参加依頼を実施。
【平成28年5月実施】
【平成29年5月実施】
【平成30年5月実施】
【令和元年6月実施】

・浸水が長期化する箇所
　における排水計画の検討

⑰⑱

浸水が長期
化する箇所に
おける排水計
画の検討。

平成29
年度～

排水計画案について、平
成28年度作成済み。（国
で実施）

浸水が長期
化する箇所に
おける排水計
画の検討。

平成29
年度～

排水計画案について、平
成28年度作成済み。（国
で実施）

浸水が長期
化する箇所に
おける排水計
画の検討。

平成29
年度～

排水計画案について、平
成28年度作成済み。（国
で実施）

浸水が長期化す
る箇所における
排水計画の検
討。

平成29
年度～

排水計画案について、平成28
年度作成済み。（国で実施）

関係機関参加の
下、浸水が長期
化する箇所にお
ける排水計画の
検討。

平成29
年度～

排水計画案について、平成28
年度作成済み。

令和2年度排水準備計画を作
成

・ダムの危機管理型の運用
  方法の検討

⑲

宮川内ダム洪水
警戒体制の手引
きを作成し運
用。

引き続き
実施

宮川内ダム洪水警戒体制の手
引きを作成し運用。
【～平成29年3月】
【～平成30年3月】
【～平成31年3月】
【～令和2年3月】
【～令和3年3月】

・地域連携窓口
（副所長）の積
極的な活用。

・異常洪水の可
能性がある場合
には事前放流の
検討。

・通常操作以上
に貯留量を増や
して容量を有効
に活用する特別
防災操作の実施
判断ルールにつ
いて検討。

平成28
年度～

令和元
年度～

平成31
年度～

【ダム】関係機関に対し地域連
携窓口開設の周知。
【平成28年5月完了】

早明浦ダム、新宮ダム、富郷ダ
ムの事前放流実施要領を策
定。【令和2年6月策定】

【ダム】早明浦ダムの機能を最
大限活用する洪水調節方法の
導入に向けた検討を実施。
【平成28年12月完了】

通常操作以上に
貯留量を増やし
て容量を有効に
活用する特別防
災操作の実施判
断ルールについ
て検討。

平成28
年度～

特別防災操作の実施判断ルー
ルの銅山川３ダム連携実行フ
ロー（案）を作成。
【平成28年12月実施】

特別防災操作の実行フローの
点検及び検討を継続（継続実
施中）
【～平成29年3月】

■市町庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項

２）ソフト対策の主な取組　③排水・施設運用等の現状把握と緊急排水計画（案）の作成等を実施（｢取り戻す｣ための取組）
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